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　IT化とグローバリゼーション、この二つは前世紀末より先進国のみならず、途上国も含めてあ
らゆる国々の生産と販売、流通と消費に大きな影響を与えている重大な要因である。大雑把にい
えば、この二つが全地球を覆っている。この二っは変化の内容はほぼ万国共通であるのに、表れ
方や影響の程度や意味において、各国に共通ではない。
　この二つが人事労務の世界に与える影響は、端的にいえば、フレキシビリティの促進というこ
とである。雇用のフレキシビリティ、人事と賃金のフレキシビリティ、労働時間のフレキシビリ
ティ、労使関係のフレキシビリティなどである。フレキシビリティとは市場動向への対応を迅速
かつ適切におこなう能力であると考えてみれば、それぞれの国のこれまでのやり方を「改革」し
なければならない。したがって「改革」の方向はそれぞれの国で違っている。本研究では、人事
と労務を礎石に据えて、近年の日米の人事労務管理の変化の動向を考える。変化への対処の仕方
の国際比較をすることによって、それぞれの国の人事労務の特徴が浮き彫りになると思うからで
ある。
　実はアメリカの動向にっいて、筆者は在外研究中にある程度調査している。その成果の一部は
「アメリカの人事労務管理の現況一賃金制度からのアプローチ」（『経営論集』明治大学経営学研
究所、第52号第3・4合併号、2005年3月）に発表している。そこでの結論は「アメリカの変化
の方向は、全体としては、人事処遇の基準が職務（仕事）からヒトへの変化とまとめることがで
きる」というものであった。
　本年度は、このアメリカにっいての暫定的な結論を前提に、まず日本の動向をまとめることか
ら始めた。
　日本の人事労務の変化に関していえば「成果主義」である。もちろんフリーターや派遣労働な
ど雇用に関しても大きな変化がみられるのであるが、今年度は「成果主義」人事労務の動向の実
態を調査した。これらの調査・分析の結果については、Japanese　Personnel　Management　and　Flexibility
Today（Asian　Business＆management，2006　Macmillan）、「日本の人事労務管理の現況一『新・日本
的経営』から10年、何が変わり、何が変わっていないのか」『「新日本的経営」のその後』晃洋
書房、2007年）、「混乱と混迷の成果主義」（季刊『自治と分権』27号、自治労連・地方自治問題
研究機構、2007年）、「成果主義の二っの姿」（山口陽一郎氏との共著、『経営論集』明治大学経営
学研究所、第54巻第3・4合併号、2007年）などに発表した。
　これらで論じた結論は「日本の人事処遇制度は、これまでのヒト基準から仕事基準へ変化しつ
つあるようにみえるが、うまく機能していない。仕事基準に留意したヒト基準といっていいので
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はないか」というものである。各種の実態を見る限り、「混乱と混迷」にあるといえよう。
　なおアメリカのこの数年の実態を考察する課題が残されている。07年度の課題である。
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